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令和６年５月  

長岡市 

 

  



長岡ニュータウン運動公園野球場整備・管理運営事業 

指定管理基本協定書（案） 

 

１ 委託業務番号 第●号 

 

２ 委託名     長岡ニュータウン運動公園野球場整備・管理運営事業 

維持管理・運営業務 

 

３ 履行場所    新潟県長岡市陽光台５丁目３ 

 

４ 契約期間     令和●年●月●日から令和 25年３月 31日まで  

 

５ 契約金額     金●円  

       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  金●円）  

ただし、別添の条項に従って支払われる委託料の総額は、第 17 条、

第 18条その他の規定により契約金額と一致しない場合がある。 

 

６ 契約保証金    金●円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金●円） 

 

長岡ニュータウン運動公園野球場整備・管理運営事業（以下「本事業」という。）に関して、

委託者である長岡市（以下「市」という。）が受託者である維持管理企業・運営企業その他の者

との間で締結した基本契約書（以下「基本契約」という。）第６条第２項の定めるところに従い、

上記の委託について、市と維持管理企業・運営企業は、各々の対等な立場における合意に基づい

て、別添の条項によって公正な指定管理基本協定書（以下「本協定」という。）を締結し、信義

に従って誠実にこれを履行するものとする。 

なお、本協定は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項及び長岡市運動公

園条例（平成 17 年長岡市条例第 75 号）第 13 条の規定に基づき、市が維持管理企業・運営企業

に長岡市ニュータウン運動公園（以下「運営管理施設」という。）の維持管理・運営を行わせる

ことについて、長岡市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 17 年長岡市

条例第 158号。以下「手続条例」という。）第８条の規定により締結するものである。 

本協定は、基本契約及び基本契約に基づき締結される市と設計・建設企業との間の設計施工一

括契約（基本契約第６条第１項に定義された意味を有する。以下同じ。）により不可分一体とし

て事業契約を構成することを確認する。 

本協定の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

なお、本協定においては、次の特約条項を付して仮契約を締結し、別途市及び設計・建設企業

間で締結される設計施工一括契約についての長岡市議会の議決をもって本契約に読み替える。  



 

（特約条項条文）  

本協定は、設計施工一括契約が長岡市議会において議決された場合には本契約として成立する

ものとし、否決された場合には締結されなかったものとする。なお、長岡市議会において否決さ

れ、これに起因又は関連して維持管理企業・運営企業に損害が生じた場合においても、市は一切

その賠償の責を負わない。 

 

令和●年●月●日 

 

 

市      新潟県長岡市大手通１丁目４番地 10 

      長岡市長  磯田 達伸 

 

 

（維持管理企業） 

所 在 地 

商   号 

代表者氏名 

（運営企業） 

所 在 地 

商   号 

代表者氏名 
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第１章 総則 

 

（総則） 

第１条 維持管理企業・運営企業は、運営管理施設の管理及び運営を、本協定、要求水準書及び

事業計画書に定めるもののほか、関係法令に従い、信義に従い、誠実に実施するものとする。 

 

（施設の名称等） 

第２条 維持管理企業・運営企業が、管理及び運営を行う運営管理施設の名称等は、次のとおり

とする。 

 

名称 長岡都市計画６・５・３ 

長岡ニュータウン運動公園 

所在地 新潟県長岡市陽光台５丁目３ 

運営管理

施設 

整備施設 ・人工芝野球場２面（うち１面照明付） 

・野球場諸室１棟 

・野球場救護室２棟 

・園路等 

・民間収益施設（自主事業） 

共用済施設 ・人工芝サッカー場２面（照明付） 

・屋根付き広場１棟 

・管理棟１棟 

・ソフトボール場２面 

・駐車場（約 1,400 台） 

備品 要求水準書記載のとおり 

 

（協定期間） 

第３条 本協定の有効期間は、手続条例第６条の規定に基づいて指定した運営管理施設の指定期

間と同一期間であり、令和 10年４月１日から令和 25年３月 31日までとする。 

 

（管理運営の原則） 

第４条 維持管理企業・運営企業は、運営管理施設の管理及び運営に当たっては、正当な理由が

ある場合を除き、運営管理施設を利用することを拒んではならず、不当な差別的取扱いをし

てはならない。 

 

（目的外使用） 

第５条 維持管理企業・運営企業は、利用者の利便性向上のため自動販売機、公衆電話等を設置

する等、運営管理施設を長岡市運動公園条例第 13 条第２項において定める目的以外の目的

で使用する場合は、あらかじめ市の許可を得なければならない。 
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第２章 管理の基準及び業務の範囲に関する事項 

 

（管理の基準及び業務の範囲） 

第６条 維持管理企業・運営企業は、要求水準書及び事業計画書に記載された内容を遵守し、運

営管理施設に係る総括管理業務、維持管理業務及び運営業務（以下総称して「管理運営業務」

という。）を実施しなければならない。 

２  市又は維持管理企業・運営企業は、必要と認める場合は、前項で定めた管理運営業務の内

容を変更し、又は管理運営業務を一時中止することができるものとする。この場合において

は、双方協議して書面によりこれを定めるものとする。 

３  前項の規定による管理運営業務の変更に伴う指定管理者委託料の変更等については、双方

協議して決定するものとする。 

 

（自主事業） 

第７条 運営企業は、運営管理施設の設置目的に合致し、かつ、管理運営業務の実施を妨げない

範囲において、自己の責任と負担により、自主事業を実施することができるものとする。 

２  運営企業は、自主事業を実施するに当たり利用者から徴収する参加料等を、運営企業の収

入として収受することができるものとする。 

３  運営企業は、自主事業を実施する場合は、市に対して実施計画書を提出し、あらかじめ市

の承認を得なければならない。 

４  市及び運営企業は、自主事業を実施するに当たり、別途自主事業の実施条件等を定めるこ

とができるものとする。 

 

（再委託の制限） 

第８条 維持管理企業・運営企業は、事前に市の承認を受けた場合を除き、管理運営業務の一部

を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

２  維持管理企業・運営企業が、管理運営業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて維

持管理企業・運営企業の責任において指定管理者委託料により行うものとし、管理運営業務

に関して維持管理企業・運営企業が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害

及び増加費用については、すべて維持管理企業・運営企業の責めに帰すべき事由により生じ

た損害及び増加費用とみなして、維持管理企業・運営企業が負担するものとする。 

３  消耗品については維持管理企業・運営企業の負担とする。なお、契約期間終了後の取扱い

については、双方協議のうえこれを定めるものとする。 

 

（業務責任者の配置） 

第９条 維持管理企業・運営企業は、業務履行について、業務上の管理をつかさどる業務責任者

を定め、あらかじめ書面により市の承認を得なければならない。これらの者を変更したとき
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も、同様とする。 

 

（修繕及び原形変更の承認等） 

第 10 条  運営管理施設の全面改修等の大規模修繕については、市が自己の責任と負担において

実施するものとする。維持管理企業は、事業期間全体で必要な全体額を総額４８，６１２千

円（税込）として、修繕を実施することとする。 

２  突発的な修繕が頻発し、あらかじめ指定管理者委託料に含まれた修繕料に不足が生じる見

込みとなった場合は、維持管理企業は、市に速やかに報告し、協議のうえその対応を決定す

る。 

３  維持管理企業は、施設の原形を変更しようとするときは、あらかじめ市の承認を得なけれ

ばならない。 

 

（除雪費用） 

第 10条の 2 運営管理施設の除雪については、維持管理企業は、事業期間全体で必要な全体額を

総額を総額３７，５００千円（税込）として、除雪を実施することとする。 

２  大雪が続き、あらかじめ指定管理者委託料に含まれた除雪費に不足が生じる見込みとなっ

た場合は、維持管理企業は、市に速やかに報告し、協議のうえその対応を決定する。 

 

（備品等の取扱い） 

第 11 条  市は、要求水準書に示す備品等を無償で維持管理企業・運営企業に貸与することとす

るが、物品の帰属、修繕の取扱い等については要求水準書を遵守するものとする。 

２  維持管理企業・運営企業は、要求水準書の市貸与可能物品一覧に示した以外の備品を購入

し、又は調達する場合は、あらかじめ市の承認をとらなければならない。この場合において、

その費用は、維持管理企業・運営企業が負担するものとする。 

 

（事故等） 

第 12 条  維持管理企業・運営企業は、故意又は過失により、運営管理施設又は付属設備等を損

傷し、又は滅失したときは、事故報告書を市に提出するとともに、それによって生じた損害

を市に賠償しなければならない。ただし、市は、特別の事情があると認めるときは、その全

部又は一部を免除することができる。 

 

（事業報告書の提出） 

第 13 条  維持管理企業・運営企業は、毎年度終了後 50 日以内に、運営管理施設に関し、次に

掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、市に提出しなければならない。ただし、年度の

途中において手続条例第 10 条の規定により指定を取り消されたときは、その取り消された

日から起算して 30 日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければなら

ない。 
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（１） 管理運営業務の実施状況 

（２） 利用状況及び利用不許可等の件数・理由 

（３） 使用料又は利用料金の収入実績 

（４） 運営管理施設の管理運営に必要な経費（以下「管理経費」という。）の収支状況 

（５） 備品現在高及び異動状況 

（６） 自主事業の実施状況（収支決算書を含む。） 

（７） 運営管理施設の修繕の実施状況 

（８） その他市が必要と認める事項 

２  維持管理企業・運営企業は、毎月終了後 15 日以内に次の各号に掲げる事項を記載した事

業報告書を作成し、市に提出しなければならない。 

（１） 管理運営業務の実施状況 

（２） 利用状況及び利用不許可等の件数・理由 

（３） 使用料又は利用料金の収入実績 

（４） 自主事業の実施状況 

（５） 施設の修繕の実施状況 

（６） 利用者対応状況（クレーム処理等） 

（７） その他市が必要と認める事項 

 

（業務報告の聴取等） 

第 14 条  市は、事業報告書の確認のほか、維持管理企業・運営企業による業務実施状況を確認

することを目的として、随時運営管理施設に立ち入ること、維持管理企業・運営企業に対し

て管理運営業務の実施状況や管理経費の収支状況等について説明を求めることができる。 

２  維持管理企業・運営企業は、前項の規定による要請を受けた場合は、合理的な理由がある

場合を除き、その要請に応じなければならない。 

３  市は、前条の規定により維持管理企業・運営企業から提出された事業報告書等を確認し、

その結果、維持管理企業・運営企業による業務実施が、要求水準書等で市が示した条件を満

たしていない場合には、市は、維持管理企業・運営企業に対して業務の改善を勧告するもの

とする。 

４  維持管理企業・運営企業は、前項の規定による改善勧告を受けた場合は、速やかにそれに

応じなければならない。 

 

（損害の賠償） 

第 15 条  維持管理企業・運営企業は、運営管理施設の管理運営業務の履行に当たり、維持管理

企業・運営企業の責に帰すべき事由により市又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償

しなければならない。 

２  維持管理企業・運営企業は、管理運営業務の不完全履行により市に損害を与えた場合は、

損害を賠償しなければならない。 
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第３章 利用料金及び管理に要する収支に関する事項 

 

（会計年度） 

第 16 条  維持管理・運営業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月 31 日までとする。 

 

（利用料金制度） 

第 17 条  維持管理企業・運営企業は、運営管理施設に係る利用料金を維持管理企業・運営企業

の収入として収受することができる。 

２  維持管理企業・運営企業は、指定期間終了後、指定管理者として業務を行わない場合にお

いて、指定期間満了日の翌日以後の利用料金を前受金として収入しているときは、指定期間

最終事業年度の３月 31日までに前受金総額を市に通知するとともに、通知した日から 30日

以内に、当該前受金に相当する額を市又は市の指定する者に対し、支払うものとする。 

 

（利用料金の決定） 

第 18 条  利用料金の額は、維持管理企業・運営企業が、長岡市運動公園条例に規定する使用料

の範囲内において定めるものとする。ただし、その決定及び改定については、あらかじめ市

と維持管理企業・運営企業との協議を行い、市の承認を受けるものとする。 

 

（指定管理者委託料） 

第 19 条  市は、別紙１に定める手続に従い、事業者に指定管理者委託料を支払うものとする。 

 

(指定管理者委託料の改定)  

第 20 条  指定管理者委託料、運営に係るモニタリング及び減額方法は、別紙２の定めるところ

に従い、改定する。 

 

（電気料の取扱い） 

第 21 条  維持管理企業・運営企業は、野球場を含めた公園全体の電気料金を電気事業者に支払

うものとする。 

 

第４章 個人情報の保護及び情報の公開に関する事項 

 

（情報管理） 

第 22 条  維持管理企業・運営企業及び運営管理施設の管理運営業務に従事している者（以下こ

の項において「従事者」という。）は、手続条例第 11 条及び第 12 条の規定を遵守し、個人

情報が確実に保護されるよう配慮するとともに、運営管理施設の管理に関し知り得た秘密を
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自己の利益のために利用し、若しくは不当な目的に使用してはならない。指定管理者の指定

期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても、同様

とする。 

２  維持管理企業・運営企業は、多くの市民が利用する公共施設の管理という役割を認識し、

その管理運営に係る透明性を高めるよう努めるとともに、手続条例第 13 条の規定を遵守し、

情報公開に際し必要な措置を講じなければならない。 

 

 

第５章 リスク分担及び安全管理、危機管理に関する事項 

 

（リスク分担） 

第 23 条  事前には予測し得ない事由が顕在した場合は、市と維持管理企業・運営企業の双方が

負担を負い、事態の収拾にあたる。 

 

（安全管理、危機管理対策） 

第 24 条  維持管理企業・運営企業は安全管理（防犯対策を含む。）及び「長岡市地域防災計画」

等に合致した危機管理体制を整備するとともに、市と十分協議を行ったうえで、マニュアル

及び非常時連絡網を作成し、職員を指導しなければならない。 

２  自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊急事態、

非常事態、不測の事態があった場合は、維持管理企業・運営企業は、要求水準書に基づき、

ただちに適切な措置を講じたうえ、市をはじめ関係機関に連絡及び報告をしなければならな

い。 

３  維持管理企業・運営企業は、自然災害等の非常事態が発生した場合は、運営管理施設を市

民の避難場所として利用できるよう速やかに市に最大限の協力をし、運営管理施設の機能の

確保に万全を期すとともに、発生する損害及び損失並びに維持管理・運営業務に係る増加費

用を最小限にするよう努めなければならない。 

 

 

第６章 管理業務の引継ぎ及び指定の取消しに関する事項 

 

（指定の取消し等） 

第 25 条  市は、維持管理企業・運営企業が次の各号のいずれかに該当するとき、その他維持管

理企業・運営企業の責めに帰すべき事由により維持管理企業・運営企業による維持管理・運

営を継続することができないと認めるときは、手続条例第 10 条の規定によりその指定を取

り消し、又は期間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

（１） 管理運営業務の改善指示をはじめとする市の指導に従わないとき（市が定めた期間

内に改善が見られないとき。）。 
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（２） 虚偽の報告をしたとき。 

（３） 地方自治法をはじめとする関係法令、条例及び協定書の事項に故意に違反したとき。 

（４） 維持管理企業・運営企業の財務状況が著しく悪化し、改善が認められないとき。 

（５） その他、市が運営管理施設の管理の適正を期すために必要と認めるとき。 

２  業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、双方協議を行い指定管理者委託料の返還

額を算出するとともに、維持管理企業・運営企業は、定められた額を市に返納しなければな

らない。 

３  第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて維持管理・運営業務の全部若しく

は一部の停止を命じた場合において、維持管理企業・運営企業に損害が生じても、市はその

賠償の責めを負わない。 

４  維持管理企業・運営企業は、第１項の規定により運営管理施設の管理を行えなくなったこ

とにより生じた損害を市に賠償しなければならない。ただし、維持管理企業・運営企業に特

別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

 

（次期指定管理者への引継ぎ） 

第 26 条  指定期間の満了又は指定の取消しにより管理が終了したときは、次期指定管理者に運

営管理施設の維持管理・運営業務を引き継ぐこととする。 

２  市は、必要と認めるときは、本協定の終了に先立ち、維持管理企業・運営企業に対して市

又は市が指定する者による運営管理施設の視察を申し出ることができるものとする。 

３  維持管理企業・運営企業は、市からの前項の規定による申出を受けたときは、合理的な理

由のある場合を除き、その申出に応じなければならない。 

 

（協定終了時の備品等の取扱い） 

第 27 条  本協定の終了に際し、備品等の取扱いについては、次のとおりとする。 

（１） 維持管理企業・運営企業は、要求水準書に示した無償貸与した備品を、市が指定す

る者に引き継がなければならない。 

（２） 維持管理企業・運営企業が任意に購入し、又は調達した物品は、原則として維持管

理企業・運営企業が自己の責任と費用で撤去するものとする。ただし、市と維持管

理企業・運営企業との協議において両者が合意した場合は、維持管理企業・運営企

業は、市又は市が指定する者に対して引き継ぐことができるものとする。 

 

（原状回復義務） 

第 28 条  維持管理企業・運営企業は、その指定期間が満了したとき、又は第 25 条の規定によ

り指定を取り消され、若しくは期間を定めて維持管理・運営業務の全部若しくは一部の停止

を命ぜられたときは、その管理を行わなくなった運営管理施設の当該部分を速やかに原状に

復さなければならない。ただし、市の承認を得たときは、この限りでない。 
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第７章 指定管理業務に関連するその他の業務に関する事項 

 

（広告事業） 

第 29 条  維持管理企業・運営企業は、運営管理施設の業務、利用者の利用及び景観に支障がな

い範囲において、広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件の設置等の広告事業

を行うことができるものとする。 

２  広告事業に係る収支は、指定管理業務の収支には含めないこととする。 

３  維持管理企業・運営企業は、広告事業を実施する場合は、市にあらかじめ協議し、市及び

維持管理企業・運営企業は、広告事業の実施条件等を定めた文書を別途取り交わすものとす

る。 

 

 

第８章 その他 

 

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第 30 条  維持管理企業・運営企業は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、

又は継承させてはならない。ただし、事前に市の承認を受けた場合は、この限りではない。 

 

（請求、通知等の様式） 

第 31 条  本協定に関する市及び維持管理企業・運営企業間の請求、通知、申出、報告、承認及

び解除は、本協定に特別の定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。 

 

（協定外の事項等） 

第 32 条  本協定に定めのない事項又は本協定の条項について疑義が生じた場合には、必要に応

じて双方協議してこれを定めるものとする。 

 

 

以上 


